 スロベニア情勢（２０１２年９月：月報）

在スロベニア日本国大使館
２０１２年１０月

１．内政

Ⅰ大統領選挙を巡る動き
（1） 議会政党の反応

　１１日、政権与党の年金者党（DeSUS）党会合が開かれ、次期大統領選挙で党としてトゥルク現大統領を支持することが決定した。DeSUS党首のエリヤヴェツ外務大臣は、トゥルクを支持する理由として、前回の大統領選挙でもDeSUSはトゥルクを支持しており、就任してからこの５年間で実際に大統領としてふさわしい人物であることが証明された点を挙げ、来期も続投してほしい旨コメントを出した。また、党員の大部分がトゥルク寄りであることも、党としてトゥルクを支持することにつながったとしている。DeSUSはこれまで次期大統領選挙の候補者について、トゥルクとパホルのどちらを支持するかで決定を保留していたが、今回正式にトゥルク支持を表明した。
　一方、１２日、同じく政権与党の「市民のリスト（DL）」は次期大統領選挙でパホル前首相を支持することを発表した。DL党首のヴィラント国民議会議長は当初より個人としてパホルを支持する旨公言していたが、その一方党内では自前の候補者を出すかどうかで調整を図っていた。今回、党内から候補者を出すことは断念し、党としてパホルを支持することを正式に決定した。ヴィラント党首は、パホルを支持する理由として、パホルは穏健で中道的な政治家であり、大統領として国内に分裂ではなく団結をもたらしうる人物である点を挙げている。DLとパホルでは共通の政治理念がいくつかあり、パホルが現在の経済危機から脱するための諸改革について理解を示していることも今回の支持理由の一つであるとした。一方、左派候補者であるパホルを中道右派政権のDLが支持することについては、連立合意には反せず問題はないとする見解を示した。

Ⅱその他
（1） 国民投票に関する憲法改正案

１２日、ヴィラント国民議会議長及び５０名の国民議会議員が国民投票に関する憲法改正案を本国会に提出した。今般、同案提出に賛同したのは、ヴィラント議長に加え、政権与党の「市民のリスト（DL）」、人民党（SLS）年金者党（DeSUS）、一部の民主党（SDS）議員及び野党の社会民主党（SD）、マイノリティ代表２議員、無所属議員である。
国民投票に関する変更には、憲法を改正する必要があるが、そのためには３分の２（６０名）以上の議員の支持を確保しなければならない。同改正案が国会に提出された１２日時点で賛同しなかったのは政権与党の新スロベニア（NSi）と最大野党の「積極的なスロベニア（PS）」であったが、１８日、PSが同改正案への支持を表明した。なお、PSは最終的な本会議での採択の時まで支持するかどうかは未定である旨コメントを出している。今回、改正案への支持を示していないNSiも、国民投票改正には賛成しており、国民投票発議の条件を巡り、今回提出された案よりも厳しい条件を要求している。本件に関する審議は、国民議会憲法委員会で１０月３日より開始される。ヴィラント議長は、年内には本会議で採択されるとの見通しを示している。


２．経済
（１）労働市場改革

　７日、ヴィズヤク労働・家族・社会問題大臣が労働市場関連法改正案を閣議に提出し、１９日より労使等の社会パートナーと交渉を開始した。政府原案では、全体に対する非正規雇用の割合を１０％に制限することで、正規雇用を促すとともに、試用期間等の変更、解雇通知期間の短縮、退職金の縮小等の改正を導入する。これにより、正規雇用における硬直性を一掃することが期待されている。また、失業者の求職意欲を高めるため、失業後の最初の３カ月に支給される失業手当を７０％にまで縮小し、支給期間も雇用期間に応じて最大１８カ月へと変更することを目指している。
（2） 年金改革

　７日、ヴィズヤク労働・家族・社会問題大臣が年金改正法案を閣議に提出し、２１日より労使等の社会パートナーと交渉を開始した。スロベニアでは、高齢化社会の進行に伴い、年金受給者と年金納入者のバランスが崩れてきており、年金制度の見直しが必要となっている。特に２００５年では年金受給者１人に対し納入者が１．６７の割合であったが、２０１１年には１．５３にまで割合が低下し、年金基金を維持できない状態になっている。政府提出の改正案では、年金満額支給の条件を、男女ともに６５歳以上もしくは勤務年数４０年以上とし、６０歳未満の年金支給を認めない方針である。これに対し、労働組合は、１８歳未満で勤務を開始した人々にとって不利な条件であると主張している。

（３）「スロベニア国家ホールディング（SSH：Slovenia Sovereign Holding）」の設立
　２０日、「スロベニア国家ホールディング（ＳＳＨ）」設立法案が閣議で承認され、２８日に国民議会で採択された。ＳＳＨを巡っては、既に７月１６日に国会及びその財務委員会で同ホールディング設立法案について審議されていたが、その後各議会政党代表者で組織されたワーキンググループが招集され、大幅な内容の変更が行われていた。今回採択された設立法案によれば、ＳＳＨが今後スロベニアの国家資産(推定９０億ユーロから１３０億ユーロ)を一元管理し、公共の利益に資する安定的かつ持続的な資産の活用を行うことになる。SSHはスロベニア補償基金（SOD：Restitution Fund）を基に新たに組織され、国家資産管理機関（AUKN：Capital Assets Management Agency）は廃止される。年金基金(KAD：Pension Fund Management)は、SSHの管理下に置かれるものの、独立した法人として機能する。また、SSHの監督委員会の委員は国民議会の絶対過半数により承認される。政府推薦の４名、議員推薦の４名、国民議会財政監視委員会推薦の１名により構成される。
同法案を巡っては、野党から批判が相次いでおり、国民評議会（上院）による拒否権発動の可能性や国民投票の発議へ向けた署名集めの動きが見られる。
（４）銀行再生

２０日、銀行安定強化法案が閣議で承認され、２４日より国民議会において審議にかけられた。同法では、銀行不良債権管理機構（DUTB：いわゆる「Bad Bank（バッドバンク）」）と銀行安定化基金（SSB）の設立と活動について規定している。DUTBは銀行の不良債権を買い取り運用する有限会社として設立され、DUTBの負債は国の責任下に置かれ、財務省が監督権を行使する。DUTBの運営期間は２０１７年１２月までとし、それ以降はスロベニア補償基金かスロベニア国家ホールディングがDUTBの業務を引き継ぐことを想定している。バッドバンク設立を巡っては、与野党間で対立しており国会審議が難航している。

（５）マクロ経済分析発展研究所（IMAD）の経済観測

２１日、政府系シンクタンク、マクロ経済分析発展研究所（IMAD）が２０１２－１３年の経済観測を発表した。GDP成長率については、２０１２年には２％減、２０１３年は１．４％減となるとした上で、２０１４年には穏やかな成長に転じるとの見方を示した。今回のGDPマイナス予測は、本年上半期の－１．５％のGDP成長率を反映したものである。ＩＭＡＤによれば、ユーロ圏内の金融問題及びスロベニア国内経済の悪化が、スロベニア経済にとって最大の危険因子であり、国内財政政策の失敗や国際経済の悪化次第では、マイナス成長の幅がさらに大きくなるとしている。また、労働環境の悪化も見込まれ、雇用率が２．３％縮小し、失業者数は本年１１万人、来年には１２万人に増加すると予測している。



３．外交

（１）ブレッド戦略フォーラムの開催
　２日及び３日、第７回ブレッド戦略フォーラムが開催され、４０ヶ国以上から政財界及び学術関係者約４５０名が参加した。主要な参加者は、アルバニア、コソボの首相、スロバキア、クロアチア、マケドニア、モンテネグロの外相、ＯＥＣＤ事務総長、ＥＢＲＤ総裁、ＯＳＣＥ事務総長、ＷＴＯ事務局次長など。なお、スロベニアからは大統領及び外相が参加した。本年の主要パネルテーマは「欧州と新たな世界秩序」であり、この他に欧州危機及びアラブ革命に関する２つの特別パネル、中国、中央アジア・アフガニスタン、南東欧に関する３つのパネルを実施した。
（2） 旧リュブリャナ銀行外貨預金問題

　３日、エリヤヴェツ・スロベニア外相とプシッチ・クロアチア外相が会談し、旧リュブリャナ銀行外貨預金問題について協議した。エリヤヴェツ外相は、両国の専門家により提示される解決策が両国政府により承認されれば、スロベニアはクロアチアのEU加盟条約批准に進む考えである旨発言した。続く８日、キプロスでのＥＵ外相理に出席したエリヤヴェツ外相は再度プシッチ外相はと本件につき協議し、スロベニアはクロアチアのＥＵ加盟を遅らせることに関心はないが、旧リュブリャナ銀行外貨預金問題の解決、少なくとも解決に向けた方法を理解しておくことが必要であると改めて強調した。
　２０日には、スロベニア国民議会外務委員会が旧リュブリャナ外貨預金問題について審議し、同問題が解決するまでクロアチアのEU加盟承認をしないとするエリヤヴェツ外相の姿勢を全会一致で支持した。

（3） ヤンシャ首相及びエリヤヴェツ外相の国連総会出席

　ヤンシャ首相とエリヤヴェツ外相は２４日から２８日まで第６７回国連総会出席のためにニューヨークを訪問した。滞在中、ヤンシャ首相は一般討論演説において、ジェノサイド条約の改善へ向けたイニシアティブを示すとともに、ジェノサイドのない世界の構築を目指し国際社会の貢献を呼びかけた。また、ヤンシャ首相及びエリヤヴェツ外相は、今回の国連総会出席に併せて、各国の首相・外相とそれぞれ個別会談を実施した。


１．内政


●次期大統領選挙で、政権与党の年金者党（ＤｅＳＵＳ）がトゥルク現職大統領を、「市民のリスト（ＤＬ）」がパホル前首相を支持することをそれぞれ表明した。


●ヴィラント国民議会議長を含む５０名の議員が、国民投票に関する憲法改正案を提出した。


２．経済


●ヴィズヤク労働・家族・社会問題大臣が、労働市場関連法改正案及び年金改正法案を閣議に提出し、社会パートナーと交渉を開始した。


●スロベニアの国家資産を一元管理することを規定した「スロベニア国家ホールディング」設立法案が国会で通過した。


●銀行の不良債権を買い取り管理するバッドバンク設立に関して規定した銀行安定強化法案が閣議で承認され、国会審議にかけられた。


●政府系シンクタンク、マクロ経済分析発展研究所（IMAD）が２０１２－１３年の経済観測においてＧＤＰマイナス成長を予測した。


３．外交


●第７回ブレッド戦略フォーラムが開催された。


●旧リュブリャナ銀行外貨預金問題について、スロベニアとクロアチアの両外相が会談を行った。


●ヤンシャ首相とエリヤヴェツ外相が第６７回国連総会に出席した。











